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インドネシアでは住民と政府機関・企業との間で土地紛争が多発している． 

2010年時点では国土庁長官は，3,500件以上の土地紛争が生じていると認識して

いる．  

これまでインドネシアの土地紛争の主な原因は，土地登記の未整備や，第 2代

大統領スハルトのその強権体制(1966～98年)による開発を優先した土地収用にあ

ると考えられてきた．それに対して本論文では，(1)土地登記事業の遂行だけでは

解決できない植民地期からの土地権の錯綜と，(2)初代大統領スカルノ期(1945～66

年)の，植民地期土地法制の改変過程における土地政策に，土地紛争を誘発する要

因があることを示す．スカルノ期とスハルト期の土地政策の連続性を示し，一般

にはスハルト期の産物と考えられがちな土地紛争を，歴史的に相対化するのが本

論文の課題である． 

インドネシアの土地紛争は土地権の視点から，2つの類型に分けられる．第 1

 



 

の類型は，法的に土地権が証明できないため，法律上は不法占拠者とみなされた

住民が補償金もなしに立ち退きを迫られるなど，土地権の帰属が問題となってい

る土地紛争である．第 2の類型は，法的に土地権が認められている住民の土地を

めぐって，土地買収手続きでの不正や，規定額の補償金の未払いなどにより紛争

が生じる，つまるところ土地収用手続きが問題となっている土地紛争である． 

第 1 の類型である土地権の帰属が問題となっている土地紛争は，さらに 2つの

類型に分けられる．そのうちの第 1 は土地権の実際の帰属関係が明確で，仮に予

算的にも技術的にも実効性のある土地登記プロジェクトが行われていれば，土地

権の帰属をめぐる紛争は未然に防げてたであろう土地紛争である．第 2 は，複数

の当事者が同一の土地に対して何らかの正当性をもって土地権を主張するなどし

て，土地の所有や利用についての権利関係が錯綜しており，土地登記プロジェク

トの遂行だけでは土地権の確定が困難な土地を含む土地紛争である． 

土地紛争が多発する原因は，スハルトへの実質的な権限委譲が行なわれた 1966

年以降の土地政策にあるとされたり，1970年代以降の大型開発プロジェクトによ

る土地需要の増大にあるとされたり，またはスハルト政権末期に特に顕著となっ

た「腐敗・癒着・身内びいき」などの体制腐敗にあるとされたりしてきた．開発

のための土地譲渡を拒否する住民を，反開発主義者や非合法のインドネシア共産

党関係者とのレッテルを張る開発主義が土地紛争の原因であるとする指摘がなさ

れてきた． 

このような住民と政府機関・企業との間で生じている土地紛争は，スハルト期

の 1970年代後半から多発し始めたと言われている．これは，それ以前に土地紛争

を起こす要因がなかったからではなく，1965年の 9月 30日時事件以降に，イン

ドネシア共産党が非合法化され，約 10年間は土地問題を口外することがタブーと

なり，土地紛争の表面化が抑制されていたからである．1965年以前に遡ると，1950

年代前後から住民と政府機関・企業，特に住民と農園との間で土地紛争は多発し

ていた．そしてその原因の一つは日本軍政(1942～45年)を契機とした農園用地で

の食糧作物栽培のための住民による不法占拠であった． 

その後オランダからインドネシアへの主権委譲を定めたハーグ円卓会議協定

(1949年)により，オランダ人所有農園の経営再開が認められ，すでに農園を占拠

していた農園労働者や周辺住民との対立が表面化するようになった．インドネシ

ア共産党や，その傘下の農民組織は「反植民地主義」をスローガンに不法占拠住

民を支援した．そしてその矛先はオランダに対してだけではなく，ハーグ円卓会

議協定に基づきオランダ利権を保護しようとするインドネシア政府に対しても向

けられた．その後，オランダとの関係が悪化し，1956年にインドネシア政府はハ

 



 

ーグ円卓会議協定を一方的に破棄すると，政党系労働組織によるオランダ企業の

実力による接収が始まった．その後，旧オランダ農園は，戒厳令下であったこと

もあり，軍人が幹部である新国立農園センターにより，管理が行われるようにな

った．インドネシア共産党は新国立農園センターによる農園の管理を，「官僚的

資本主義者」による農園支配であると非難し，不法占拠住民を支援し続けていた． 

このような土地紛争の考察のためには，政府の土地政策の検討が重要であると

考える．そのためにはまず土地法制の基本方針を定めた 1960年土地基本法の検討

が必要である．しかしこの法律の条文はほとんどが，包括的かつ規範的な方針を

定めた一般条項であり，土地紛争という特定のテーマを追求するためには，この

法律の考察だけでは不十分である．土地紛争に関連する個別の土地問題の政策が

わかる資料の検討が必要である．そこでそのような土地問題に関する各種の法令，

行政文書を一次資料とみなして考察の対象としていく． 

まず第 1章で現行の 1960年土地基本法について検討する．この法律は植民地期

の土地法制を全面的に改めるために公布されたのであるが，上述したように独立

後から 1950年代の，植民地期土地法制の下での政治経済的問題であった農園と住

民との間の関係をめぐる土地問題にも対応する必要があったと考えられる． 

そこで第 2 章ではまず，植民地期の農園と現地住民の土地権について概観する

（2.1節）．そして 1950年代前後から 1960年代前半までの農園と農民との間の関

係をめぐる土地問題に関する法令を検討する（2.2～2.4 節）．その後スハルト期

以降に問題となる土地収用関連法令を検討し（2.5節），また土地収用過程におい

て，住民の土地権の法的効力が弱くなる歴史的背景を考察する（2.6節）． 

第 3章では，以上の法制史の分析を踏まえて，中ジャワ州における 3件の土地

紛争の事例についてケーススタディーを行う．3.1節では，植民地期から経営され，

独立後の農園と住民との関係における土地問題である不法占拠問題を抱えている

パギララン農園の事例を考察する．不法占拠問題に対する政策については 2.2節

で述べる．住民側は植民地期の旧パギララン農園の土地権は，住民占有地上の賃

借権であったと主張しているが，農園側は国有地上に交付される永借地権であっ

たと主張している．賃借権が交付された農園の政策については 2.3節，永借地権

が交付された農園の政策については 2.2～2.4節で述べる．パギララン農園の事例

は土地権の視点からの分類に従えば，土地権の帰属が問題となっており，かつ土

地利用の権利関係がすでに錯綜している事例である．3.2節では，土地収用の手続

きに問題のある事例として分類されるクドゥン・オンボダムの事例を考察する．

土地収用関連法令については 2.5節で述べる．またこの事例では 2.6節で述べる住

民の弱い土地権の問題もある．3.3節の民間企業であるマルゴラ大理石企業の事例

 



 

 

も，土地収用関連法令は適用されていないが，住民所有地の取得手続きに問題が

あったと考えられる事例である．この事例でも 2.6節で述べる住民の弱い土地権

のため，住民側は土地権を法的に主張することが出来ないでいる．またスハルト

政権崩壊後の地方分権化により，法律上は大理石企業の操業許可権限が州知事か

ら県知事に委譲されたが，県知事が土地紛争を解決することも出来なかった． 

スハルト期またはスハルト政権崩壊後に表面化した 3事例の土地紛争を，第 2

章での法制史を踏まえて考察することにより，どの土地紛争においても，スハル

ト期の土地政策だけでなく，植民地期およびスカルノ期の土地政策の影響が根底

にあることを明らかにする． 

 


